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研究企画部の主な業務

○特総研（NISE）の研究に係る総合的な企画立案

及び調整に関すること

○関係機関との連携に関すること

○研究活動の評価に関すること
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・実施中の研究の推進に関わる支援
・次年度以降の研究に関わる文部科学省特別支援教育課との調整及び立案 等

・近隣の自治体の教育委員会との連携の推進
・大学、企業との連携の推進 等

・内部評価及び外部評価の実施
・ニーズ調査、活用度調査の実施と、意見の受理



第５期中期目標期間（令和3年度～７年度）
における研究の方向性

基本方針

インクルーシブ教育システムの構築に向けて、障害のある子供
一人一人の教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献すること
をミッションとする。

インクルーシブ教育システムの構築、障害のある子供一人一人
の教育的ニーズに対応した教育の実現に寄与するため、国、地
方公共団体、大学、研究機関、学校等関係機関との連携を強化
するとともに、研究所の役割をさらに明確にし、国の政策課題
や教育現場の喫緊の課題等に対応した研究活動を実施する。
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研究区分 研究の性格（研究期間）

重点課題研究
障害種の枠を超えて、国の特別支援教育政策の推進、又は教育現場等の喫緊の課題解
決に寄与する研究（２～３年間）。

障害種別特定研究 各障害種における喫緊の課題の解決に寄与する研究（原則２年間）。

その他

基礎的研究活動：テーマ別研究班及び障害種別研究班における基盤的な研究。
年次基礎調査や、指導の充実等に寄与する調査・分析、それらの結
果の普及等の基礎的・継続的な研究活動。

先端的・先導的研究：将来的な教育政策の検討資料や教育実践の選択肢を提示すること
を目標に行う研究（１～３年間）。

国の要請等に応じた研究：国の政策立案等に貢献することを目的とした研究。

共同研究：本研究所が大学や民間などの研究機関等と共同で行う研究。

外部資金研究：科学研究費助成金等の外部資金を獲得して行う研究。

受託研究：外部からの委託を受けて行う研究。

 各障害種の枠を超えて組織的に取り組む「重点課題研究」を中心に、多様な研究を実施。

 障害種別研究班及びテーマ別研究班（令和3年度に設置）による基盤的な研究活動の充実。

 研究を戦略的かつ効果的に推進するため、研究課題に応じて外部の研究協力者や研究協力機関との連携を強化。

4

第５期中期目標期間における研究体系
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＜令和５年度に実施している研究＞
※進路指導チームは令和３年度から継続、その他は令和５年度開始

（１）教育課程に関する研究(国への政策貢献)
• 特別支援教育に係る教育課程の基準等に関する研究 （教育課程チーム）

（２）切れ目ない支援の充実に関する研究（教育現場等の喫緊の課題に対応）

• 高等学校における障害のある生徒の社会への円滑な移行に向けた進路指導と連携の
進め方等に関する研究（進路指導チーム）

• 多様な教育的ニーズのある子供の学びの場の充実に関する研究（学びの場チーム）

• 共生社会の担い手を育む教育に関する研究－障害理解教育の検討を中心に－
（共生社会チーム）

• 肢体不自由教育におけるICTの活用に関する研究（肢体不自由ICTチーム）

＜令和５年度に実施している研究＞
※令和５年度開始

重点課題研究

障害種別特定研究
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重点課題研究及び障害種別特定研究
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＜令和４年度に終了した研究＞

（１）教育課程に関する研究(国への政策貢献)
• 学習指導要領に基づく教育課程の編成・実施・評価・改善に関する研究

（２）切れ目ない支援の充実に関する研究（教育現場等の喫緊の課題に対応）

• ＩＣＴ等を活用した障害のある児童生徒の指導・支援に関する研究

• 障害のある子どもの就学先決定の手続きに関する研究

• 通常の学級における多様な教育的ニーズのある児童生徒の教科指導上の配慮に
関する研究

• 知的障害教育における授業づくりと学習評価に関する研究

＜令和４年度に終了した研究＞

重点課題研究

障害種別特定研究
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重点課題研究及び障害種別特定研究
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・特別研究員（地域連携型）を本研究所に派遣し、共に研究を行う都道府県・指定都市を公
募。
・特別研究員（地域連携型）は、教育委員会、教育センターで特別支援教育に関わる職員
や、幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等の教員。
・申請のあった教職員を、特別研究員（地域連携型）として受け入れ、申請内容を基に参画
する研究課題を決定。派遣元の教育委員会を研究協力機関に指定。
・特別研究員（地域連携型）は、指定の研究チームに所属し、本研究所の職員と共に研究
活動を行う。地域の情報を研究チームに提供するとともに、成果を地域に還元する。
・令和５年度の特別研究員（３県より４名が参画）

青森県（教育課程チーム）
埼玉県（教育課程チーム）
静岡県（教育課程チーム、学びの場チーム）

・研究成果報告書 ・研究成果報告書サマリ－集
・ガイドブック ・リーフレット 等

＜成果物＞

特別研究員の参画

重点課題研究等の成果
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重点課題研究及び障害種別特定研究
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＜成果物の活用例＞

・研修会やセミナーでの活用
・学校・教職員への提供
・研究や施策推進にあたっての参考資料



テーマ別研究

障害種別研究

社会的背景等から必要なテーマ別研究班を設置し、関係団体との連携を図りながら基礎的研究

活動を行い、その成果を重点課題研究や国の政策立案等に生かす。

①ＩＣＴ班 ：特別支援教育におけるＩＣＴ 、教材・教具の活用に関する研究班

②キャリア班 ：障害のある児童生徒のキャリア教育及び就労支援に関する研究班

③幼児班 ：乳幼児期の特別支援教育に関する研究班

④外国人等班 ：外国につながりのある子供の特別支援教育に関する研究班

障害種別の研究班においては「障害種別特定研究」のほか、「基礎的研究活動」（各教育分野の

指導の充実等に寄与する資料の収集や調査・分析、各教育分野の実態等を定期的に把握・分析す

ることを目的とした年次基礎調査、それらの結果の普及等、当該障害種に係る基礎的・継続的な

研究活動）を行う。

①視覚班、②聴覚班、③知的班、④肢体不自由班、⑤病弱班、⑥言語班、⑦自閉症班、⑧発

達・情緒班、⑨重複班
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基礎的研究活動
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刊行物（市販）

事例集 メールマガジン

研修事業（集合型実施時の様子） 研究所セミナー（集合型開催時の様子）
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研究成果は、事例集やリーフレット等としてウェブサイトに掲載しており、ダウンロードして活用できます。
また、メールマガジンでの発信や研修事業、研究所セミナーでも普及を図っています。

研究成果報告書

研究成果についてはこちらから御覧いただけます
https://www.nise.go.jp/nc/report_material/research_results_publications

リーフレット
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研究成果の還元



10研究成果についてはこちらから御覧いただけます
https://www.nise.go.jp/nc/report_material/research_results_publications
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障害種別研究班等の最近のパンフレット 等

肢体不自由教育

言語障害教育自閉症教育 発達障害・
情緒障害教育

病弱・身体虚弱教育聴覚障害教育 知的障害教育

重複障害教育

視覚障害教育

インクルーシブ
教育システム

教育課程に
関する研究
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先生方が困ったときに、本研究所の研究成果物を、簡単にダウンロードして活用いただくために

各種リーフレットや事例集の紹介とダウンロード方法を、わかりやすくまとめたリーフレットを作成し、
全国の特別支援教育センター等へ配布して、研修会等で先生方に情報提供していただいています。

本研究所ホームページトップ画面から、直接、研究成果物のページへアクセスできるように、
トップページにバナーやアイコンを設置しました。
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研究成果の普及

研究成果・刊行物の
ページはこちら



研修事業説明
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研修事業

・各都道府県等における障害種ごとの教育の中核となる教職員を対象とした専門的・技術的

な研修及び各都道府県等における指導的立場にある教職員を対象とした特別支援教育政策上

や教育現場等の喫緊の課題等に対応した専門的・技術的な研修を実施する。

・研修目的に留意しつつ、宿泊及びオンラインを適切に組み合わせ、講義のほか、研究所の

研究の成果を踏まえた演習・研究協議、フィールドワーク等の形式を多く取り入れるなど工

夫し、学術的な理論に裏打ちされた実践的かつ効果的な研修を実施すること。

（１）国の政策課題や教育現場のニーズ等に対応できる指導者の専門性の向上

・多様な学びの場に対応した講義配信コンテンツの計画的な整備を図り、インターネットに

より学校教育関係者等へ配信すること。

・特別支援学校教諭免許状取得率向上のために免許法認定通信教育及び免許法認定講習を実

施するとともに、大学等が開設する講習への協力、受講者が受講しやすくなる環境・方策及

び科目・単位の拡充の可能性について検討すること。

・大学等と連携して、教員養成段階の学生等を対象とした特別支援教育に関する専門的な講

習を実施すること。

（２）各都道府県等が実施する教員の資質向上に関わる支援



NISE 研修体系

スクールリーダー：中核的中堅教員として、将来管理職となる者も含め、学校単位や地域単位の教員

組織・集団の中で、中核的・指導的な役割を果たすことが期待される教員
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目的 対象 形態 名称・内容

指導者
の養成

第２ステー
ジ及び第３
ステージ
の教職員

来所若しく

はオンライン、

又は来所と

オンラインを

組み合わせ

て行う研修

特別支援教育
専門研修

障害種別のコース・プログラムで実施

（視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱、知的障害、発達

障害、情緒障害、言語障害）

インクルーシブ教

育システムの充

実に関わる指導

者研究協議会・セ

ミナー

特別支援教育施策上や教育現場等の喫緊の課題につい

て実施

・特別支援教育におけるICT活用に関わる指導者研究協議会

・高等学校における通級による指導に関わる指導者研究協議会

・交流及び共同学習推進指導者研究協議会

・発達障害教育実践セミナー

連携研修
・特別支援学校寄宿舎指導実践協議会

（全国特別支援学校長会と連携）

その他の研修 ・上記以外の研修会

資質向
上のた
めの支
援

第１ステー
ジから第３
ステージ
の教職員

インター
ネットを活
用した研
修

講義配信
NISE学びラボ
（対象：教員養
成等の準備段
階を含む）

特別支援教育に関する基礎知識、各障害種の概論、指導

方法等に関する講義を配信

・個人研修支援（スタディー・ログの充実）

・研修プログラムの提供

・団体登録による自治体や学校の研修を支援

（プログラムの作成、視聴証明書の発行等）

免許法認定
通信教育

視覚障害教育領域及び聴覚障害教育領域

「教育課程及び指導法」と「心理、生理及び病理」



教師の学びを支援する 「NISE学びのアシスト」



国立特別支援教育総合研究所

情報・支援部

事業説明

1



情報・支援部
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特別支援教育に関する情報の収集・蓄積・提供や理解啓発活動

教材及び教育支援機器に関する
情報・資料の収集・提供・関係者の支援

特別支援学校や各種学校等
への支援及び連携協力

都道府県等の教育センター
特別支援教育センター等
との連携協力

NISEが主催するセミナー
の企画立案及び実施

日本人学校等への支援

保護者等関係団体

園・学校長会や
関係団体等との連携協力



情報・支援部の業務～情報発信の充実～

○ホームページの充実

トップページからニーズの高いページに、

ワンクリックでアクセス

利用者が素早く目的の情報を取得できるように、

カテゴリー別にメニューボタンを配置

報告書・資料ページに研究成果等の

更新情報を掲載

○特別支援学校寄宿舎指導実践協議会（令和５年８月2２日に開催）

特別支援学校寄宿舎における幼児児童生徒の生活指導等に関して、各都道府県等の

寄宿舎指導員による実践発表、情報交換等を行い、寄宿舎における指導の充実を図る。
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情報発信の充実

○特別支援教育リーフの作成、刊行

幼稚園等、小・中学校、高等学校等で特別支援教育の指導の経験のない又は経験

年数の少ない教員に対する特別支援教育の理解啓発・普及を目的としたリーフ

レットを作成。
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（現在、刊行済み）

Vol.1「ここからはじめてみよう、特別支援学級」

Vol.2「障害のある子供も共に楽しむ体育の授業」

Vol.3「学習や生活を豊かにするICT」

Vol.4「多様性の理解につながる『障害理解』」

Vol.5「このように考えよう、合理的配慮」

Vol.6 活用してみよう、 「 センター的機能 」

ホームページよりダウンロードできます
https://www.nise.go.jp/nc/report_material/research_results_publications/leaf_series



h t t p : / / k y o z a i . n i s e . g o . j p /

障害のある幼児児童生徒一人ひとりの状態や特性などに応じた支援機器等教材に関する活用方法や取組事
例などの情報提供ポータルサイトです。（Ｈ２７．３～）

「教材・支援機器」をキーワードや条件
で絞り込んで検索します

「実践事例」をキーワードや
条件で絞り込んで検索します

「教材・支援機器」と「実践事例」が相互に参照できます。

・支援機器等教材の教育
現場における活用方法
や事例を紹介するため
の展示会を開催。

・各都道府県の指導者層を
対象に支援機器等教材を
活用した実践研修を実施

研修会の実施

展示会の開催

○特別支援教育教材ポータルサイトの充実

特別支援教育教材ポータルサイトの充実等により、幼稚園、小・中・高等学校及び

特別支援学校の全ての学校において、ＩＣＴ機器等の教材を広く普及させるための取

組を実施する。

情報発信の充実
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教育支援機器教材等の紹介

6

ICT活用実践演習室
[あしたの教室]の活用

通常の学級での授業環境、障害や困難さ
がある児童生徒が共に学ぶために、
ICT機器を使って、どのような支援がで
きるかを、考えるための研修や演習を行
う教室です。

（ICT機器を活用した通常の学級の授業を体験）

教育支援機器等展示室
[ iライブラリー ]

障害のある子供一人一人の教育的ニーズ
に応じた支援を実現する様々な教育支援
機器やソフトウエアの展示室です。
主に、学校で利用可能な市販品 を 障害
種ごとにコーナを設け、説明パネル等を
使ってわかりやすく紹介しています。



○文科省情報ひろばの特総研コーナーを更新
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情報発信の充実

今後も随時更新予定。



全国特別支援教育推進連盟

特別支援教育

全国特別支援学校長会
幼保・小・中・高等学校

全国公立幼稚園・こども園長会

全日本中学校長会

全日本私立幼稚園連合会
（公益財団法人全日本私立幼稚園幼児教育研究機構）

全国連合小学校長会

全国高等学校長協会

全国保育協議会

全国盲学校長会

全国聾学校長会

全国特別支援学校病弱教育校長会

全国特別支援学校知的障害教育校長会

全国特別支援学校肢体不自由教育校長会

全国特別支援学級・通級指導教室
設置学校長協会

日本私立小学校連合会

日本私立中学高等学校連合会

全国盲学校PTA連合会

全国聾学校PTA連合会

全国特別支援学校知的障害教育校PTA連合会

全国肢体不自由特別支援学校PTA連合会

全国病弱虚弱教育学校PTA連合会

日本肢体不自由協会

全国肢体不自由児者父母の会連合会

全国重症心身障害児(者)を守る会

全国視覚障害児(者)親の会

全国手を繋ぐ育成会連合会

盲ろうの子とその家族の会 ふうわ

全国ＬＤ親の会

日本自閉症協会

【全国病弱・障害児の教育推進連合会】
日本てんかん協会

日本筋ジストロフィー協会
全国ことばを育む会

全国心臓病の子どもを守る会

特別支援教育センター協議会
事務局：本研究所
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関係する校長会等

校長会等との関係強化を図り、関係団体が主催する各種会議等を活
用して、効率的・効果的に特別支援教育に関する情報を普及する。

全国国立大学附属学校PTA連合会

校長会等の連携



日本人学校への相談支援

①日本人学校に対して、特別支援教育に関する情報提供を
定期的（年15回程度）に実施する。

②日本人学校を通して教員や保護者からの相談に対応し、
支援する。

③日本人学校等在外教育施設に赴任する教員（管理職等）
の研修会や保護者等への相談会において、情報提供を行う。
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目的
地域における特別支援教育の理解啓発を図

るため、教育委員会、特別支援教育センター、
関係団体等及び大学と連携を図りながら、イ
ンクルーシブ教育システムの構築・推進に寄
与する。

開催形式
昨今の教育課題に対応した特別支援教育に

関する講義や、実践発表、研究協議を実施。
全国を６ブロック（北海道・東北ブロック、

関東甲信越ブロック、東海・北陸ブロック、
近畿ブロック、中国・四国ブロック、九州ブ
ロック）に分け、参加者はブロック内の他の
自治体や学校の参加者と交流を図ることで、
新たな視点や知見を広げる機会とする。

令和４年度は、関東甲信越ブロック、東
海・北陸ブロック、近畿ブロックで開催。

○中国・四国ブロック対象
日 時
令和５年９月14日（木）11時～17時

テーマ
「学校現場における組織的なＩＣＴ活用の実際」

○北海道・東北ブロック対象
日 時
令和５年９月15日（金）13時～17時

テーマ

地域におけるインクルーシブ教育システムの推
進－共生社会の実現に向けて「共に学び、共に生
きる」－（仮）

○九州ブロック対象
日 時
令和５年11月24日（金）13時～17時

テーマ

「保護者や関係機関との連携による発達障害のあ
る子供の理解と支援」

特別支援教育推進セミナー
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研究所セミナー

１．日 程
令和６年３月３日（日）

２．開催方法
対面とオンラインのハイブリッド
形式(予定）

３．開催場所
一橋講堂

４．主な内容(予定）
・辻村賞授賞式及び記念講演
・文部科学省行政説明
・基調講演
・シンポジウム
・研究テーマ別分科会
・研究活動等のオンデマンド配信 等
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令和4年度研究所セミナーの様子

分科会の様子
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研究所公開

国立特別支援教育
総合研究所セミナー

特別支援教育
推進セミナー

日 程 令和５年11月３日（金）
場 所 国立特別支援教育総合研究所

（神奈川県横須賀市）

日 程 令和６年３月３日（日）
開催方法 対面とオンラインのハイブリッド

形式(予定）
開催場所 一橋講堂

日 程 令和５年 ９月１４日（木）
９月１５日（金）

１１月２４日（金）
開催方法 オンライン形式
開 催 地 中国・四国ブロック

北海道・東北ブロック
九州ブロック

研究所を身近に感じていただける体験型のイベントです。

研究所の活動や研究成果を報告します。

イベント紹介



主な事業の説明



発達障害教育推進センターの主な業務
【情報発信】
発達障害教育推進センターWebサイト、発達障害ナビポータル
発達障害教育推進センター展示室公開
特別支援教育推進セミナー（九州ブロック）
特別支援教育リーフ（発達障害に関連するもの）

【人材育成】
発達障害教育実践セミナー
教育と福祉の連携推進に係るe-ラーニングコンテンツの普及

【機関連携】
世界自閉症啓発デー日本実行委員会
厚生労働省、国立障害者リハビリテーションセンタ-、発達障害者
支援センター等との連携

【センター事業】
通常の学級における発達障害教育に関する情報提供等の充実



① 発達障害の理解

② 指導・支援

③ 研修講義動画  

④ 発達障害Q＆A

⑤ 発達障害に関する研究  

⑥ 国の動向や法令等

⑦ イベントや研修会の情報  

主なコンテンツ

研修講義の一部はYouTubeでも視聴可
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Webサイトによる情報提供



発達障害ナビポータル 
https://hattatsu.go.jp/

• 国が提供する発達障
害に特化したポータ
ルサイトです。

• 発達障害に関する信
頼のおける情報を提
供します。

共同運営

• 厚労省
• 国立障害者リハビリ
テーションセンター

• 文部科学省
• 国立特別支援教育総
合研究所



発達障害に関する理解の促進、
適切な対応や支援の充実を目
的として、ライフステージに応じ
た教材・教具や支援ツールの展
示、パネル展示や参考図書・映
画の紹介、体験的な理解ができ
るコーナーなどを常設
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発達障害教育推進センター展示室



「トライアングル」プロジェクト関連事業 ～R3
背景

概要

成果

発達障害に係る教育と福祉の支援者の専門性の在り方に関する検討会議の設置

            検討会議（有識者、教員、医療、保健、労働、福祉関係者、保護者代表）
              事務局（特総研、国リハ、文部科学省、厚生労働省）

特総研 国リハ

◎ 連携・協働のための研修カリキュラムの作成
          （研修実施ガイド、e-ラーニングコンテンツの作成）
◎ 発達障害に関する国のポータルサイトの新設

障害のある子供たちへの支援にあたっては、行政分野を超えた連携が不可欠であり、                                     

「家庭と教育と福祉の連携『トライアングル』プロジェクト」報告において、以下の課題が挙げられた。

○ 教育や福祉の分野において発達障害者支援にあたる人材が身に着けるべき専門性を整理し、各自治体の指導的 
立場となる者に対する研修の在り方等、教育や福祉の現場にその成果を普及させる方策を検討すること

○ 国立特別支援教育総合研究所と国立障害者リハビリテーションセンター双方のＨＰについて、教育分野における支
援、福祉分野における支援に係る情報を保護者等が活用しやすいように工夫すること

連携

検討事項
・教育と福祉の連携・協働の課題の把握
・発達障害支援の専門性の整理
・連携・協働の専門性に関する研修の在り方の検討

文科省 厚労省



研修カリキュラムの内容
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A 基礎知識 B 指導・支援 C 家族支援 D 地域連携・
協働

E 法令・制度・
施策

F 権利擁護

●発達障害の
障害特性の
理解

●発達心理

●切れ目の  
ない支援

●アセスメント

●支援の計画の
作成と活用

●特性に応じた
指導・支援

●併存障害の理
 解と対応（二 
次的な問題）

●就業(就労)
支援

●生活・余暇
支援

●早期発見
早期支援

●家族・保護
者支援

●他の分野と
の連携
(保健・ 医療・
労働等)

●発達障害者
支援法

●障害者の権
利に関する
条約及び児
童の権利に
関する条約

【共通分野】

・連携・協働するために基本となる専門性を「共通分野」と「専門分野」に分けてまとめた。

・項目の解説と内容を明示するとともに、 研修講座の具体例を挙げた。

・到達指標を初級、中級、上級に分け、経験に応じた「指標」で学ぶことができるようにした。

連携・協働のための研修カリキュラム



「連携・協働」のための研修カリキュラム

研修実施ガイド、そしてe-ラーニングコンテンツを作成



テーマ 「通常の学級における発達障害教育の

充実に向けた展望と人材育成」
内容： 事前プログラム（オンデマンド講義）、パネルディス

カッション、取組紹介、情報交換会

対象： 教育委員会・センター等の研修担当等

期日： 2023年1月26日（木）オンライン開催

参加： 事前申込110機関（192件の視聴）

令和４年度は、教師の人材育成を担う都道府県・指定都市の教育委員
会及び教育センターの研修担当の指導主事等を対象とし、通常の学級に
おける発達障害教育の充実に向けた人材育成に関する取組の推進に寄
与することを目的に開催。
当日プログラムのパネルディスカッション及び取組紹介は、YouTubeラ

イブ配信により、市町村教育委員会の研修担当の指導主事等が視聴。

発達障害教育実践セミナー

令和５年度は、１月25日（木）開催予定



【事業目的】
文部科学省で昨年度実施された「通常の学級に在籍する

特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査」の
結果が令和４年度内に公表される予定（令和４年12月公表済み）。
また、同様に「通常の学級に在籍する障害のある児童生徒
への支援の在り方に関する検討会議」が起ち上がった。

（令和5年3月13日報告公表済み）

インクルーシブ教育システム構築に向けて、通常の学級に
おける発達障害も含め障害のある児童生徒の教育の充実に
関する新たな課題とその施策の方向性が明らかになることを
踏まえて、これらの課題に対応するため、本事業を実施する。

通常の学級における発達障害教育に関する
情報提供等の充実事業（R４～６年度）

発達障害教育の情報提供等にかかる検討会議の設置
（令和４年度から令和６年度）
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世界自閉症啓発デー

 毎年４月２日は国連の
定めた世界自閉症啓発デ
ーです。また、４月２日
から４月８日まで「発達
障害啓発週間」となりま
す。

国立特別支援教育総合研究所
（共催団体の１つ 実行委員会へ参画）



国際情報

インクル-シブ教育
システムに関する
海外の最新情報を
提供します！

相談支援

地域や学校の課題
解決のため、相談
支援を行います！

地域支援事業

インクルーシブ教育システ
ムの構築に向けて、都道府
県・市区町村教育委員会か
ら申請された地域や学校が
直面する課題を、協働して

解決を図ります！

教育委員会
学校

関係団体

インクルDB

「合理的配慮」や
「基礎的環境整備」の事
例、インクルーシブ教育
システムに関する最新情
報を発信します！

地域や学校の課題を解決

海外の最新情報を
収集し提供

地域や学校に役立つ
情報の提供と支援

インクルーシブ教育システムの構築を一層推進するため、
地域や学校の取組を強力にバックアップします。

https://www.nise.go.jp/nc/about_nise/inclusive_center

インクルーシブ教育システム推進センター

トゥインクルSUN
インクルーシブ教育
システム推進センター
イメージキャラクター

インクルセンター



インクルーシブ教育システム推進センター

①地域支援事業

教育委員会と連携・協働し、地域のインクルーシブ教育

システム構築を推進

②国際

インクルーシブ教育システム構築の国際的動向の把握と

海外の研究機関との研究交流の推進

③インクルＤＢ

園・学校における合理的配慮を提供した事例等の発信、

インクルDBを活用した研修等への協力、情報発信

主として以下の3事業を実施しています



• 研究所との連携により、インクルーシブ教育システム構築に関する
課題解決に向けた取組を推進します

• これまでの「地域実践研究」の研究成果を活用できます
• 他の参加地域と情報交換することができます
• 事業の成果を、研究所と協働して地域に普及することができます

教育委員会と研究所が連携して
地域のインクルーシブ教育システム構築を推進する事業です

地域支援事業

平成28年度～令和3年度地域実践研究の
成果をリーフレットでまとめました
インクルセンターのホームページをご覧ください

令和４年度の地域支援事業報告書
（13自治体の取組を掲載）



令和5年度 参加自治体（1６県市区町）

・栃木県 ・一戸町（岩手県） ・飯田市 （長野県）
・山梨県 ・宮古市（岩手県） ・犬山市 （愛知県）
・広島県 ・下野市（栃木県） ・阿久根市（鹿児島県）
・宮崎県 ・鴻巣市（埼玉県） ・枕崎市 （鹿児島県）
・沖縄県 ・吉川市（埼玉県）
・名古屋市 ・豊島区（東京都）

地域支援事業

令和５年度 実施計画

・４月28日 事業説明会（リモート）
・８月24日 推進プログラム（研究所）
・９月～ 交流スペース（リモート）
・３月上旬 事業報告会（リモート）

各自治体での報告会等



国際的動向の把握と海外研究機関との交流

 諸外国のインクルーシブ教育システムの最新動向を収集
→ アメリカ、イギリス、オーストラリア、ドイツ、フランス、スウェーデン、

フィンランド、韓国（８か国）
大学教員等に特任研究員として協力を依頼

→ 文科省、特別支援教育担当者会議、審議会等へ情報提供、
「特総研ジャーナル」等で普及

 海外の研究機関等との国際交流
→ 韓国国立特殊教育院との「日韓特別支援教育協議会」

日韓交互に主催。令和５年度は５月中旬に韓国で実施。
（理事長他3名訪韓）

→ 韓国国立特殊教育院実施の国際セミナーに派遣

 海外からの視察・研修の受け入れ
→ JICAの研修プログラム等



インクルDB（インクルーシブ教育システム構築支援データベース）

 文部科学省の「インクルーシブ
教育システム構築モデル事業」等
で得られた「合理的配慮」の
実践事例をデータベース化

 令和4年度、25,102件事例
事例ダウンロード

 オンラインセミナーの実施

研究所の動画サイト
（NISEチャンネル）
でご覧いただけます。
QRコードは、こちら →



インクルＤＢ（インクルーシブ教育システム構築支援データベース）は、子どもの実態から、どのような
基礎的環境整備や合理的配慮が有効かについて、参考となる 590事例 を紹介しています

研修会での事例検討にも活用できます。インクルＤＢは、各学校の先生方だけでなく、保護者の方や
広く一般の方々にもご利用いただくことができます

① Ａさん、字を書くのが苦手で
困っているみたい。なんとかして
あげたいな。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② そうだ！この前の研修会で
「インクルＤＢ」の話があった。
早速調べてみよう。

③ 字を書くことに関するたくさんの
事例がある。なるほど、
こういう合理的配慮もあるんだ。

ＯＫ！

④ 保護者の方と支援の内容や
方法について合意形成します。

風理船

⑤ Ａさん、字が書きやすくなった
みたい。 よかった！ 事例を

ダウンロード して
御活用ください！

インクルDBのページにはこちらから インクルDB

インクルDB（インクルーシブ教育システム構築支援データベース）
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